
公益財団法人鳥取県スポーツ協会評議員及び役員の報酬並びに費用に関する規程 

 

（目的） 

第１条 この規程は、公益財団法人鳥取県スポーツ協会（以下「本会」という。）定款第１９条及び第

３２条の規定に基づき、本会の評議員及び役員の報酬並びに費用に関し、法令に定めるものの

ほか必要な事項を定める。 

（役員等） 

第 2条 この規程において役員とは理事及び監事をいい、評議員と併せて役員等という。 

２ 常勤役員とは、理事のうち本会を主たる勤務場所とし、事務局職員に準じた勤務をする者をい

う。 

３ 非常勤役員とは、役員のうち常勤役員以外の者をいう。 

（報酬等） 

第 3条 この規程において報酬並びに費用とは、次の各号に定めるところによる。 

（１）会長に支給する月額報酬 

（２）常勤役員に支給する月額報酬及び賞与相当分報酬 

      ただし、職員を兼ねる常勤役員については、報酬を支給しないものとし、公益財団法人鳥取県

スポーツ協会職員給与規程により給与を支給するものとする。 

（３）監事の業務に対する報酬 

（４）本会から役員等に対し出席を求める評議員会及び理事会において支給する報酬 

（５）費用とは、役員等の職務執行に伴い発生する旅費交通費（宿泊費を含む）等とし、職員の例

により支給するものとする。 

（月額報酬） 

第 4条 会長及び常勤役員の月額報酬は、別表１に定める月額報酬表に掲げるとおりとする。 

（監事の報酬） 

第 5条 監事の業務に対する報酬は、別表 2に定める監事業務報酬表に掲げるとおりとする。 

（会議時の報酬） 

第 6 条 役員等は、本会評議員会及び理事会に出席したとき、別表 3 に定める評議員会及び理

事会に係る役員等報酬支給基準に基づき報酬を支給することができる。 

（月額報酬の支給） 

第 7条 会長及び常勤役員の月額報酬の支給日は、職員の例による日とする。 

（賞与相当分報酬の支給） 

第 8条 常勤役員に支給する賞与相当分報酬については、別表 4に定める賞与相当分報酬表に

掲げるとおりとする。 

 

附 則 

 この規程は、公益財団法人鳥取県体育協会の設立の登記の日から施行する。 



附 則 

この規程は、平成２７年４月１日から施行する。 

 

附 則 

１ この規程は、平成２８年１月 1 日から施行する。ただし、別表４については、平成２７年１２月１

日から適用するものとする。 

２ 平成２７年１２月に支給する賞与相当分報酬の額は、改正後の別表４に関わらず、次に掲げ

る額とする。 

    改正後の別表４表中賞与相当分報酬欄「１９４．５／１００」とあるのは「２００／１００」と読み替

えた場合の同規程の規定に基づいて平成２７年１２月に支給されることとなる賞与相当分報酬

の額 

３ 改正後の規程の規定を適用する場合においては、改正前の規程の規定に基づいて支給さ

れた賞与相当分報酬は、改正後の規程の規定による賞与相当分報酬の内払とみなす。 

 

附 則 

１ この規程は、平成２８年１２月２２日から施行するものとし、平成２８年４月１日から適用する。 

２ 平成２８年１２月に支給する賞与相当分報酬の額は、改正後の別表４に関わらず、次に掲げ

る額とする。 

   改正後の別表４表中賞与相当分報酬欄「１８７／１００」とあるのは「１８４．５／１００」と読み替え

た場合の同規程の規定に基づいて平成２８年１２月に支給されることとなる賞与相当分報酬の

額 

３ 改正後の規程の規定を適用する場合においては、改正前の規程の規定に基づいて支給さ

れた賞与相当分報酬は、改正後の規程の規定による賞与相当分報酬の内払とみなす。 

 

附 則 

１ この規程は、平成３０年３月２８日から施行するものとし、平成２９年４月１日から適用する。 

２ 改正後の規程の規定を適用する場合においては、改正前の規程の規定に基づいて支給さ

れた賞与相当分報酬は、改正後の規程の規定による賞与相当分報酬の内払とみなす。 

 

附 則 

この規程は、平成３１年３月２７日から施行するものとし、賞与相当分報酬表については、平成 

３１年４月１日から適用する。 

 

附 則 

１ この規程は、令和２年３月２４日から施行するものとし、令和元年１２月１日から適用する。 

２ 令和元年１２月に支給する賞与相当分報酬の額は、改正後の規程第８条別表４に関わらず、



次に掲げる額とする。 

    改正後の別表４表中賞与相当分報酬欄「202.5／１００」とあるのは「212／１００」と読み替えた

場合の同規程の規定に基づいて令和元年１２月に支給されることとなる賞与相当分報酬の額 

３ 改正後の規程の規定を適用する場合においては、改正前の規程の規定に基づいて支給さ

れた賞与相当分報酬は、改正後の規程の規定による賞与相当分報酬の内払とみなす。 

 

附 則 

この規程は、令和２年４月１日から施行する。 

 

附 則 

１ この規程は、令和３年４月１日から施行するものとし、令和２年１２月１日から適用する。 

２ 令和２年１２月に支給した賞与相当分報酬の額は、改正後の別表４に関わらず、「198.5/100」

と読み替え、改正後の規程の規定による月額報酬の内払とみなす。 

 

    附 則 

 この規程は、令和３年１０月２６日から施行する。 

 

    附 則 

 この規程は、令和４年６月２８日から施行するものとし、令和４年４月１日から適用する。 

 

    附 則 

 この規程は、令和６年６月２７日から施行するものとし、令和６年４月１日から適用する。 

 

    附 則 

 この規程は、令和７年６月２７日（評議員会議決日）から施行し、同年４月１日から適用する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

別表１ 

月額報酬表 

区   分 月  額  報  酬 

報  酬 その他の報酬 

会 長 月額１５０，０００円 ― 

常勤役員（専務理事） 月額３１９，０００円 職員の例による通勤手当 

 

別表２ 

監事業務報酬表 

区      分 報       酬 

監事業務１日につき ３０，０００円 

 

別表３ 

評議員会及び理事会に係る役員等報酬支給基準 

区      分 報       酬 

評議員会又は理事会出席１回につき 

（会長及び常勤役員は除く。） 

３，０００円 

 

別表４ 

常勤役員の賞与相当分報酬表 

区     分 報       酬 

賞与相当分報酬  ６月支給分  月額報酬（通勤手当を除く。）の 112.3/100 

１２月支給分  月額報酬（通勤手当を除く。）の 112.3/100 

 


